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Ⅳ結 語

1は じめ に

わが 国 にお ける行政機 関 の電子 計算機 利 用 は半世 紀 を迎 え る(1)。 コン ピュー タに よる行 政 事務

の効率 化 と行政 サ ー ヴィス の向上 は、 普遍的 な要 請 と して、 と くに行政 内部 にお いて継 続的 かつ

積極 的 に措 置 され て きた。 そ して今 日進 め られ る行 政 の 「IT化」(2)は、 む しろ行 政 内部 の域 を超

えて、ITに よる行政 サー ヴ ィスの 実施 、す なわ ち対 市 民(国 民 ・住民)関 係 で の 「利 便性 」 の 追求 、

情報 の共 有 ・透 明 化 を も眼 目とす る、 「電子 政府 」(3)「電 子 自治 体」(4)の構 築 を 目指 す もので あ る。

「電 子政府 」 につ いてみ る と、IT戦 略本 部 「e-Japan戦 略 」(2001年1月)が 目指 したわ が国 にお け

るITの 基 盤整 備 は、 もはや 「達成 され つ つ あ る」 とされ る。 こ う した理解 の も と、本 年(2003年)

7月 以 降 、わ が国 のIT戦 略 は 「第 二期 」=「e-Japan戦 略Ⅱ ～ITの 利 活 用 に よ る、『元 気 ・安 心 ・感

動 ・便利 』社 会の 実現 を 目指 して ～」 へ と移 行 した。8月 には、 その た めに政府 が講 ず る具体的

施策 を 明 らか に した 「e-Japan重 点計 画-2003」(IT利 活用のための重点計画の第 一弾)の 決 定 をみ て い

る(5)。

他 方で 、 自治体(都 道府県 ・市区町村)に お ける 「電子 自治 体」 の構 築 も新 たな ステ ップ を迎 えて

いる。

2002年 の 自治体 の 「電算 関係 経 費 」が前 年比約4割 減 で あ る ことは、 自治 体にお けるIT基 盤 の

整備 が 終盤 を迎 えた ことの ひ とつ の あ らわれ で あ ろ う。 また 、 自治 体 の 「行 政 情報 化 担 当職 員

数」 も合 計約13,000人 を数 え、庁 内LANの 利 用 は47都 道府 県 と2,928市 町村 にの ぼ る(と もに2002

年4月 現在)。 さ らに本 年(2003年)3月 現在 で、総 合 行政 ネ ッ トワー ク(LGWan)へ も47都 道 府 県 を

含 む509の 自治体 が参 加 してい る 以 上 、総 務 省 調査 に よる(6)。LGWanと 霞 ヶ関Wanと の 相互



接続 は、す で に2002年 度 か ら運 用 が 開始 され てお り、 ま た、 本 年度 中 に予 定 され るLGWanの 全

市町村 接続 が 実現す れ ば、 い よい よ 「電 子政 府 ・電子 自治体 」の 実現 も間近 の感 が あ る。

こ うした行 政 のIT化 の潮 流の なか で、 まず は 「電子 政府 」 そ して 「電子 自治体 」の 実現 も、そ

れ ほ ど遠 い将 来 の こ とでは ない こ とが うか が え る。 のみ な らず 、今 日で は さ らに、 「ポ ス ト電子

政府 」 をめ ぐる展 望 も明 らか に され つつ あ る(7)。

しか し、 行政 の活 動 が必 然 的 に、 あ らゆ る市民(国 民 ・住民)の 個人 情報 の もとに成 り立つ以上 、

ここで 「プ ライ ヴァシー 」や 「個 人情報 」 に対す る市 民の不 安や危 惧 は、完 全に払拭 され るこ と

はな いだ ろ う。個 別 ない しは各 論 の問題 も含 め 、国 と 自治体 との ネ ッ トワー ク接 続 が拡大 ・発展

す れ ば、それ は なお さ らの こ とで あ る。

IT社 会 の招 来や 行 政情 報 化 に とっ ての 「かげ」(「陰」「影」)や 「裏 」 とい われ る個 人情報保護 の

問題 こそ 、 こ こで最 優 先 に考 え られ るべ き課題 で ある。

行 政の活 動 が市民 との"対 話"の もとに成 り立つ 、成 り立 ち続 け る以上 、国 と自治体 には、 こ

うした市民 の 不安 や 危惧 に応 え る責 務 が あ る。 そ して、 まず は 「電 子政 府 」 つい で 「電 子 自治

体 」 とい う潮 流 のな か、 自治体 には、地域 の独 自性 に応 じた対応 ま でが求 め られ る ことになる。

本稿 では 、まず 「電 子政府 ・電子 自治 体」 を め ぐる法環 境 に 目を向 け、そ こで の個 人情報保護

につい ての法 の あ りよ う、かか わ り方 を確 認す る(Ⅱ)。 つ いで 「電 子 自治体」 を とりま く問題状

況 に 目を 向け 、名 古屋 市 の取 り組 み(8)に もふれ な が ら、 「電 子 自治体 」 にお け る個 人情報 の法的

保 護措 置 につ いて検 討す る(Ⅲ)。

Ⅱ「電 子 政 府 ・電 子 自 治 体 」 を め ぐ る 法 環 境

1　 「利 便性 」 と 「情報 リテ ラ シー 」

2001年1月 施 行 され た 「高 度1青報 通信 ネ ッ トワー ク社 会形 成 基 本法 」(いわゆるIT基本法)(9)で

は、 「イ ンター ネ ッ ト」 を主 た るツール とす るIT社 会 の構 築 が法文 化 され た(法 第2条) 。

素人 目か らみ て も、現 時点 にお い て想 定 され るIT社 会 の 中心媒 体 として のイ ンターネ ッ トに

は、 さらな る将 来性 や可能 性 を認 め る こ とがで き る。 また 、イ ン ター ネ ッ トが 「情報 格差」 を

是 正す る有 効 な媒 体 に な り得 るこ とも想 像 に難 くない。 さらに はイ ンターネ ッ トを軸 と しなが

らも、 同時 に さま ざまな ツール につ いての活 用可能性 を模 索 し、 それ らを複合 的 に用 いれ ば(10)、

IT社 会の 可能性 は無 限 に拡 が るのか も しれ な い。

そ して、 こ う したIT社 会 の形成 や 、そ の一 翼 を担 うもの と しての 「行 政 の情報化 」(法第20条) 、

「公 共分 野 にお け る情 報 通信 技術 の活 用 」(法第21条)は 、市 民(国 民 ・住民)に 、確 実 に一 定の 「利

便性 」(法第20条)を 実感 させ る もので あ る。

た とえば ・本稿 を執筆す るに際 して も、 「電 子政府 の総 合 窓口 システ ム(e-Gov)」(http://www.



e-gov.go.jp/)に ア クセ ス し、各府 省 の提 供情 報 を入 手 してい る 総務 省 調 査 に よれ ば、2003

年6月 現在 の各府 省 ホー ムぺ 一 ジ数 のデ ー タ量 は1,716,437ぺ ー ジ、 各府 省行政 文 書 ファイル

数 は13,505,218件 にな る とい う(ID。 自治体 開設 のホ ー ムぺ一 ジか らも同様 で あ る。 ま た、3

月か ら4.月 にかけ て引越 を したば か りだ った ので 、混み 合 う2つ の役所 の待 合 で渡 され た番 号

札 を睨 み なが ら、 「ワン ス トッブサー ビス」(12)や 「住 基 カー ド」利 用 の便 利 さを容 易に想 像 す

るこ ともできた。

こ うした経験 か らすれ ば、私 自身 も、確 か に こ こで の一定 の 「利 便性 」 を実感す る市 民の ひ

と りとい うこ とにな る。

もっ とも、 こ うしたIT社 会が どれ だ け隆盛 に赴 いて も、 「e-Japan戦 略 」が 描 いた 「社 会像 」

や 、 「e-Japan戦 略Ⅱ 」 が 目指す よ うな前 記 した 「社 会 」(13)のな かで の ア ク ター の 主体性 ・自発

性 、 「情報 リテ ラシー」(14)めぐる問題 は 、依 然 と して残 され るだ ろ う。

すで に 「e-Japan戦略 」 上 にお い て も明言 され て いた よ うに、 「す べ ての 国民」 にそれ が 求 め

られ るこ と(15)、求 めな けれ ばIT社 会 は成 り立 た な い(か もしれない)こ とに は、 どの よ うな意 味

が あるの か。

IT社 会 の構成 員ひ と り一 人 の 「情 報 リテ ラ シー 」 が不要 だ とい う者 は 、お そ ら くはい ない だ

ろ う。 だが 、ハー ド=場 や環境 の設 定 ・整備 が実 質 的 に整 った と して も、 とくに情 報の ツール

にかか わ る問題 を考え るの な らば、実 質的 な不 平等や 格差 を新 た に生ず る ことは容 易 に危 惧 さ

れ る。 それ をITに コ ミッ トメン トしな い本 人 の"自 己責任"と して片 付 け るべ きではない だ ろ

うし、ま してや 、公権 力 に よるそ の"切 り捨 て"(16)は許 され な い。

どん な にIT化 が進 も うとも、従 来型 の"番 号札=窓口 対面 タイ プ"や 、い わば"ア ンぺ 一パ

レス(?)"な システ ムの維 持 ・有用 性 、それ に応 える用意 は失 われ ない だ ろ う。

また 、 と くに情報提 供 ・情報 公 開の システ ム につ いて考 えて みれ ば、 こ う した イン ター ネ ッ

トを通 じた政府 の情報 提供 が 、政府 自 らの 「政 策 決定 とそ の実施 の 正 当化 の根 拠」 のみ に終始

す る こ とに なる と、行 政 と市 民 との対 話 の享 受 に疑 念 を生 じる こ と(17)も、否 定 で きない。 そ

の意味 で もここ では、 広 報 ・広聴(あ るいは公聴)制 度や パ ブ リック ・コメ ン ト制度 等 が抱 え る

課題 もふ ま え、多様 な市 民参 加 制度 の可能 性 を念 頭 に置 き なが ら(18)、そ の延 長線 上 で の有機

的 な制度 設計 の可能性 を探 るこ とが不 可欠 にな るはず で あ る。

この よ うに考 えて み る と、 こ こで の 「利 便1生」 を追 求 す る さま ざま な手 立 て は、せ いぜ い

"あ
って も よい"程 度 の もので しか な いだ ろ う。 つ ま り当該 「利 便性 」 は、所 詮"一 定の"も

のにす ぎず、 こ うした 「利 便性 」 を よ しとす るか 、市 民 として の個 人が 、 当該 手 立てに幸 せや

喜 び を感 じるは(あ たりまえのことだが、やは り結局は)本 人次第 にな る。 問題 とされ る 「利便 性 」

は、 その性 格 上 必然 的 に 、多 分 に個 人 の 主観 に依 拠 せ ざ るを得 ない性 格 を有 す るわ け で あ る

個人 的に は、確 か に便利 では あ る ものの 、イ ンターネ ッ トに よ る情 報過 多 には うん ざ り し



てい る し、便利 であ る こ とは想像 で きた もの の、 「ワン ス トップサ ー ビス」 の必 然性 まで を確

信 す る こ とは で きな か った。 「住 基 カー ド」の 問題 も含 め、後 述す るよ うに、以 下Ⅲ―1で 取

り上げ るテー マ につい て も、 「一 市民」 と してはや は りあ る種の 不安 を払 拭 で きない。

あ らゆる市 民が とくに ツー ル にかか わ る リテ ラシー を まった く意識 しな い レヴェルにまで 高

め られたIT社 会 には 、や は りさま ざまな意 味で懐 疑的 に な らざ るを得 な い。

しか し、だ か ら とい って、 旧態依 然 のま まであ り続 け る ことが最 善 だ ともいえな い。

2005年 にわ が国 が 「世 界最 先端 のIT国 家 とな る」、 「2006年 以 降 も世界最 先端 であ り続 け る」

こ と(19)自体 を否 定す るつ も りは ない が 、そ うしたIT国 家 やIT自 治体 にお ける行政 活 動が 、本

当に行 政サー ヴィスの面 で市 民が望 むべ き もの にな るの か も、や は り確信 す る ことはで きない。

行政 の活動 が 、あ くまで市民 との"対 話"の もとに成 り立つ 、成 り立 ち続 ける とい う前提 に

立つの な らば、 どれ だけIT化 を進 めて も、 あ らゆる対話 の 可能性や 手段 を残 してお くべ きだ ろ

う。 そ の意 味 で 、 ここでは 旧態依 然の ま まで"も"あ り続 け るべ きだろ う。 ここでの リテ ラシ

ー の現実 を考 えれ ば
、 国民 に とっての期 待 され る 「利便 性生」が 、個 人 に とっては"不 便"で も

あ り得 る こ とは看過 で きない はず で あ る。 「利 便 性 」 にそ うした"不 便 さ"を 感 じる個 人 も含

め、ひ ろ く国民 の 「利 便性 」 を考 え るのな らば、多様 な選択 肢が確 保 され る ことの ほ うが、む

しろ"幸 せ"な ので はな いか。

いずれ に して も、 「電 子政 府 ・電 子 自治体 」 の構築 が この よ うな保 証 まで も念頭 に置 くもの

な らば、 こ とさ らに 「行政 の効 率化 」 を標 榜す るこ ともない だ ろ う。

2 個 人 情報保 護 と法 の汎 用性

「電子政 府 ・電 子 自治体 」の構 築 にあ たって は、そ の前 提 と して まず は何 よ りも行政機

関保 有 の個 人情 報 を対象 に あ らゆ る側 面で 、徹底 したIT対 応 の保護 措 置 を早急 に講 じてお

く必 要 があ る。 つ ぎ にIT技 術 の進化 に応 じて、常 に最新 の施 策 を講 じ続 ける こ とが不可欠 で あ

る。

ここでの措置 は 、 まず はす ぐれ て技術 的 な保護 ・防護 措 置 であ る 「情報 セ キュ リテ ィ」 の問

題 にな る。 こ こに法が どの よ うに 、また どの程度 かか わ るのか 、か かわ る こ とがで きるのかは

大 きな 問題 で あ る。

こ うした 「情 報 セ キュ リテ ィ」の 問題 は、 これ まで 一般 に 、直接 に個人 の権利 にかか わ らな

い もの と して 、法 形式 上 、 内規 や行 政規 則 の レヴェル(「-規 程」等)で 処 理 され 、法律や 条例 の

俎 上 には 、 ほ とん ど直接 にの ぼ らなか った(20)。つ ま り、 法学 が これ ま で に"法 的 問題"と し

て対 象 に して きた の は、 こ こで コン ピュー タに よっ て処理 され るデ ー タが 個人情 報 を対象 とす

る場 合 に 、プ ライ ヴァ シー 侵 害 に な るか とい う 「個 人 デー タ保 護 」 上 の問題 で あ った(21)。そ

して、 この観 点か らす る 「個 人 デー タ保 護 」 をめ ぐる規律 を、国の 内外 を問わず 、多 くの法領

域 あ るいは個別 の(法 律 ・条例の形式をとる)実 定法上 にお いて論 じて きたわ けであ る(22)。



実定法 をみ る限 りで も、 「lT関連 法」 と して括 る ことが で きる法 は さま ざまで あ る(23)。

こ こでセ キュ リテ ィ立法 と して理解 で き る もの は 、まず は、本 人性確 認 につ いて 定 め る法 で

あろ う。 た とえば 、2001年4月 か ら施 行 され た私 文 書 を対 象 とす る電子 署 名法(24)や 、2003年

2月 以降施 行 され て い る行政 手続 オ ン ライ ン化 法 と不 可分 な法 であ る、対行 政 関係 上 での 申請

・届 出等 に関す るいわ ゆ る公 的個 人認 証 法(25)な どがそれ であ る。 また 、セ キ ュ リテ ィの 実効

性確保 の た めの刑 法 と して 、 「ク ラ ッキ ン グ」(ネッ トワーク進入後のファイル等の改ざん ・消去)を

処罰 対象 に した1987年 の刑 法 典 の一部 改 正(刑 法第161条 の2「 電磁的記録不正作出 ・供用罪」、同第

234条 の2「 電子計算機殿損等業務妨害罪」等σ)追加)か ら さ らに踏 み 込 んで 、 「ハ ッキ ン グ」(ネッ ト

ワークへの侵入行為。なお 「不正アクセ ス」の類型は法において定義)処 罰 へ の道 を開 いた 、2000年2

月施行 の 「不正 ア クセ ス行 為 の禁 止等 に 関す る法律 」(26)も重 要 なセ キ ュ リテ ィ立法 の ひ とつ で

あ る。

こ うした立 法の 必要性 を否 定す る者 はい ない だ ろ う。情 報セ キュ リテ ィ法 制 は、今 後 いっそ

うの拡大 ・発 展 をみ るはず で あ る。 そ して 「情報 セ キ ュ リテ ィ」 と 「個 人デ ー タ保 護 」 が完全

に切 り離せ ない、 とい うよ りも両者 が確 実 に接 近 ・融合 に 向か う以 上 、 こ こでITに か かわ る何

らかの個 人の積 極的 な 「権利 」 保障 を図 る法律 ・条例 と して 、それ が早 晩 立法化 をみ るこ とも

十分 に予 測可能 で ある。

確 かに 、 こ こで何 らか の 「権利 」性 を容認 す る こ とや 、 当該 法形 式上 で の法創 造 を検 討す る

こ とも、 法学 に課せ られ た大 きな課題 では あ る。 だ が、時 宜性 を考 慮す れ ば、 さ しあた って最

低 限 は、権 利保 障 を図 る既 存 の法 形 式(法 律 ・条例)に よるIT対 応 の 「個 人 デー タ保 護 」 法制 を

徹底 し、他 方 で必ず しも当該 法形 式 に こだ わ る こ とな く 「情 報セ キュ リテ ィ」 対策(規 程形式に

よる対応)を 強化す れ ば足 りるよ うに思 わ れ る(27)。

なお 、 「電 子 自治体 」 にお け る 「情報 セ キ ュ リテ ィ」 対策 につ い て は、す で に その ガイ ドラ

イ ンが示 され てい るが(28)、冒頭 で も述 べ た よ うに、基 本 的 に は、 それ で も 自治 体 の特 性 に応

じた独 自の対応 が求 め られ るこ とにな る。 この点 に 関 しては 、名 古 屋市 の取 り組 み にか かわ る

以下Ⅲ―4に お いて 、セ キュ リテ ィ法制 上 の対応 と してふ れ る こ とにす る。 ま た 「個 人デ ー タ

保護 」法制 一般 の問題 につ い ては以 下Ⅲ 一2に お い てふれ 、 とくにネ ッ トワー ク形成 にお ける

「オ ンライ ン結合 」 をめ ぐる問題 につい て以 下Ⅲ 一3で 取 り上 げ る。

また、 行政 情 報 化 を と りま く法環 境 につ い て は 、す で に 「e-Japan戦 略 」 上で も明 らか に さ

れ てい た よ うに 、"行 政 内部 の情 報化"(「e-Japan戦 略」の文言では 「行政(国 ・地方公共団体)内 部の電

子化」)と、"対 市 民関係 で の行政 情報 化"(同 じく、「官民接点のオンライン化」 「行政情報のイ ンターネ

ット公開、利用促進」)とい う2つ の側 面(29)があ る。

無 論 、 これ は1の 冒頭 で述 べた傾 向に対応 す る もの であ り、個別 ない しは 各論 の行政 領域 に

か かわ る もので もある。本 稿 で は こ うした観 点 か らの法 システ ムの理 解 自体 を指摘 す る に と ど



め(30)、 この うち とくに 自治体 との 関連 にお いて 、住 民基 本 台帳 法 上 の 「住 基 ネ ッ ト」 の問題

の みにふ れ る(以 下皿一1)。

Ⅲ「電 子 自 治 体 」 に お け る 個 人 情 報 保 護 の 法 的 保 護

1「 住 基ネ ッ ト」 第二 次稼 動 をめ ぐる問題状 況

行 政情 報化 の各 論 ない しは個 別の 行政領 域 にお け る情 報 化へ の取 り組 み につい ては、 これ ま

で に さま ざまな分 野、 さま ざまな レヴェル で の進展 をみ て い る。 た とえば、 戸籍法 にお けるコ

ン ピュー タ戸籍 情報 処理 システ ム、公職 選 挙法 の選 挙人名 簿 の コ ンピュー タ処 理、 印鑑 条例上

の事務 の コン ピュー タ化 、税 務情 報 システ ム 、介護保 険 業務 にお け るネ ッ トワー ク、よ り最近

で は、 地理 情 報 シ ステ ム(GIS)の 活用 、道 路情 報 シス テ ム(ITS) 、港湾 にお け る貨物 取扱全 般

の情報 化 、教育 ネ ッ トワー クの構築 な どで あ る(31)。

住 民 基本 台帳 の問題 も これ らに 同 じく、行 政情 報化 と してみれ ば 、いわ ば個別 ・各論の 問題

の ひ とつ にす ぎない。 しか しここで取 り扱 われ る情報 の性格 、 ここでの情報 化 ない しはIT化 の

進展 は 、 自治 体 の個 人情 報保護 に とって 、 きわめ て大 きなイ ンパ ク トを与 え るもの とい える。

住 民基本 台 帳ネ ッ トワー ク(以 下、住基ネ ッ ト)をめ ぐる問題 に先 立っ て、 この分野 で も、情報

の コ ンピュー タ処理 に ともな う 「プ ライバ シー の保護 」観 点 か らの本 格 的な法 的対応 が、1984

年 以 降議論 され て きた。 そ の結 果 、 まず は85年 の法 改正 に よって 、住 民票 請求時 の請求 事 由明

示 の義 務づ け 、不 当 目的 とみ られ る請求 につ い ての写 しの交付 拒否 、 さ らに は住 民票 の コンピ

ュー タ処理 に 関す る磁 気テ ー プ等 に よる住民 票 の調 整措 置 が講 じられ るこ とになった(32)
。

今 回 取 り沙 汰 され る住基 ネ ッ トの構築 は 、1999年 の 同法 改正 と同年8月 の 当該 改正法 の公 布

に拠 る もの で あ る(33)。運用 と して は、 その3年 後の 昨年(2002年)8月 か らシステ ムが一部稼 動

し(第1次 サー ヴィスの開始)、 本 年8月 か ら本 格 的 に シス テ ムが稼 動 して い る(第2次 サーヴイス

の開始)。

住 基ネ ッ トは、 あ くまで独 立 ・専用 に構 築 され たネ ッ トワー ク上で 、当該 法律 で認 め られ る

行 政機 関が 、 当該 法 律 で認 め られ る事 務(法 の「別表」掲載)に つ いて のみ 、住 民基 本 台帳 中の本

人 確認 情報(氏 名、住所、性別、生年月 日、11桁 の住民票コー ド、住民票の記載 ・消去 ・抹消 ・記載修正

に関する事項である付随情報)を 利 用す る もの で あ る。 その結 果 、年金受 給者 等 の現 況届 の提 出負

担 の軽減 、旅 券 交付等 国 が行 う一部 の 申請や 届 出の際 の住 民票 の写 しの添 付や証 明 の省略 な ど

(以上・第1次 サーヴィス上)、 また 、住 民基 本台 帳 カー ド(以下、住基カー ド)の発 行 ・利 用 に よる、

自分 の住 民票 の 写 しの住 居 地以 外 の市 町村 での 取得 、 引越 し手続 の軽減(転 入届のみ を窓 口で1

度提出)な ど(以 上、第2次 サー ヴィス上)の 「利 便性 」 を享受 で き る とされ る。

しか しこ こで、 国家 に よる国 民の 管理 、 「国 民総 背番 号 制」、 「監視社 会」 とい った問題 が危



惧 され てい る こ とは 、周 知 の とお りであ る(34)。そ の理 由 は、何 よ りも 住 民票 が本 人 以外

の者 で も取得 可能 であ る と して も こ こで 取 り扱 われ る情 報の性 格 自体 に起 因す るもので あ

る とい える。 そ して、 当該 情報 に コー ド(11桁 の番号)が 付 され(な お、本人の希望によって変更は可

能である)、 独 立 ・専用 の もの で はあ るが、 国 と 自治体 とが 大規模 かつ 統一 的な ネ ッ トワー クに

よって結合す るこ とに よ つて 当該情 報 が流通 す る こ とになれ ば 、将来 的 に この ネ ッ トワー ク を

利用 す る ことが 可能 な行 政機 関の範 囲 ・事務 が拡 大す る可能性 が ある こ とへの 懸念 を生 む こ と

に拠 る もので ある。

しか し、お しなべて ここでの市 民 の"あ る種 の"不 快 感 ・嫌悪 感 ・抵抗 感 を語 るこ と 自体 、

どれ ほ どの意味 が あるのか とい うこ とも考 えなけれ ばな らな いだ ろ う。 市民 一般 とい ってみ て

も、所詮 、語 る際の 当人の 主観 の問題 に な ら ざるを得な い こ とは確 か であ る。 しか しそれ で も、

ここでの市 民 の感覚 が政 策 上 反 映 され る か ど うか に つい て議 論 す る意 義 は失 われ な い(35)。確

かに 、当該 システ ムの 運用 次第 では 、政策 上看 過 し得 ない ほ どに、 こ うした感 覚 が増 幅 され な

い と も限 らないだ ろ う。 そ れ はや は り、 ここで取 り扱 われ る情報 が 「プ ライ ヴァシー 」 を

構 成す る 「個人 情報」 な のか とい う議 論 を またず とも、少 な く とも確 実 に"自 分の こ と"

に他 な らな いか らであ る。

「一市 民」 と してみれ ば(よ くいわれることでもあるが)、 や は りこの程 度 の 「利便性 」 のた め

に莫 大な経費 をつ ぎ込 ん で システ ム を構 築す る必 然性 が あるの かは疑 わ しい。 つ ま りは、や は

り、現行法 が提 供 す る程度 の サー ヴィスのみ を最 初 か ら念頭 に置 くだ けの システ ムでは ない、

と考 え ざるを得 ない(36)(37)。ま た、仮 に こ う した システ ム を構 築す るに して も ここで の国

の技 術 上の安 全 対策 が 目下 の とこ ろ完 全 に近 い もの であ る とい われ て も(38)、それ が 国 と 自治

体 とのネ ッ トワー クで あ る以 上 、一方 のみ な らず ネ ッ トワー クに参加 す る"す べて の"自

治体 の情報 セ キュ リテ ィ、デ ー タ保 護 法制 の確 立 を待 つ こ とが、そ もそ もの大前提 のはず で は

ない のだ ろ うか。 「2006年 以降 も世界 最 先端 で あ り続 け る」た め に、2005年 を設 定 目標 に した

"国 家政 策"で あ るか ら致 し方 ない と説 かれ て も
、 正直 な ところ 、 こ うした前提 問題 の解 決 を

残 して 、 これ ほ ど性急 に システ ム の構 築 と運 用 を進 め る必要 が果 た して あ るものな のか、 よく

解 らない。 しか も、現在 の シス テ ム上 での 本人 情報 の"使 われ 方"、 す なわ ち、 どの よ うな行

政機 関が 当該情 報 を照会 した かにつ い て、本 人 がそれ を知 る手 立て が な く、シ ステ ム上の 技術

的対応 は今後 の課題 と され る(39)のな らば 、なお さ らその感 は強ま る。

こ うした住 基 ネ ッ トの構築 と運 用 をめ ぐる動 向は 、国 にお け る個 人デ ー タ保 護 上の対応 につ

い て もま た大 きなイ ンパ ク トを与 えた。 住 基ネ ッ ト稼 動 に際 して の個 人情報 保護対 応 の重要性

の認 識 と当該 対 策 の強化 が、今 回 の 国 にお け る個 人デ ー タ保 護 立 法 制 定 の直接 の背 景 に な っ

た(40)。



2　 個人データ保護法制 と 「電子 自治体」

まず、IT基 本法第22条 では 「高度情報通信ネ ットワー クの安全性の確保等」が規定 されてい

る。 もっともこれは、「基本法」上の要請 としてみれば不可欠かつ 当然の レヴェルのもの とい

える。

そ して、個人データ保護に限つてみ ると、本年5月 に、個人情報保護関連5法 「個人情

報の保護 に関す る法律」(以下、個人情報保護法)、 「行政機関の保有する個人情報の保護に関す る

法律」(以下、行政機関個人情報保護法)、 「独立行政法人等の保有す る個人情報の保護に関する法

律」(以下、独立行政法人等個人情報保護法)、 「情報公開 ・個人情報保護審査会設置法」、「行政機

関の保有する個人情報の保護 に関する法律等の施行に伴 う関係法律の整備等に関す る法律」の

5法 律 が可決 ・成立 した(41)。

ここで注 目され るのは、 「基本法制」 としての役割を果たす個人情報保護法(42)の傘下にあっ

て、行政部門に関す る既存の1988年 の法律(「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の

保護に関する法律」、以下88年法)の 全部 を改正する、行政機 関個人情報保護法の立法 目的 ない し

は制定理由である。すなわち同法は、「電子政府」の推進 にともな う急速なIT化 に対応 したも

のであ り、その 「基本的視点」には、IT社 会の進展を背景 として主に民間部門への規制をも行

う個人情報保護法 に比 して、厳格な コンテ ンツで公的部門 を規律することが要請 され ている

(43)。 したがって、行政機関個人情報保護 法第1条 の 目的規定は、単な る行政機関の電子計算

機処理のみを念頭に置 くものではな く、よ り具体的には 「省庁内LAN、 霞ヶ関WAN等 の電子

政府政策に対応す るものである」(44)。

他方、自治体については、総務省発表で2002年4.月 現在、「条例」形式での個人情報保護措

置を講 じている都道府県および市区町村が 「全3,288団 体中65・7%(約3分 の2)に 当た る2,161

団体」、「規則や規程等 によ り個人情報保護対策 を講 じている団体が、都道府県及び市町村で

472団 体」、合計で 「全団体数の80.1%に 当たる2,633団 体が何 らかの形で個人情報保護対策を

講 じている」。また、 この総務省資料によれ ば、 こうした地方公共団体の法制度においては、

行政部門のみな らず民間部門保有の個人情報 についても対象とす る団体が増加 しているとされ

る(45)。

つま り、そ もそ も本年5月 の個人情報保護法の成立に先立ってみても、民間部門を条例等で

規制対象に している自治体は(一般に行政指導を手法とすることの是非については、ここではふれな

い)増加 し続 けていたわけである。 このことか らも、国に先行 した独 自の取 り組みの蓄積があ

る以上、これ までの条例の水準は 「総 じて」低 くはない(46)とみることができる。

ただ、現行条例が民間部門を対象に しているとして も、個人情報保護法 レヴェルでの制度設

計が念頭に置 かれてい るとは限 らない(国法上での民間部門への対応は、個人情報保護法の 「一般

法」部分すなわち第4章 以下で規定される。ここでは事業者への義務規定を中心に、民民規律に拠ること

が注目される。また、認定個人情報保護団体制度の機能にも期待が寄せられる。ここで地方公共団体にお



ける行政の関与をめぐっては、法第51条 を前提 に、法の 「基本法」部分の うちとくに第13条 に留意すべき

であろう。加えて、法があらゆる個人情報に等 しく規制を及ぼすことを前提 として、「個人情報」 「個人デ

ータ」 「個人保有データ」 とい う概念区分を採 ることも注目される)。 また 、行 政 部 門へ の規律 が行 政

機 関個 人情 報保護 法なみ の厳 格 な コンテ ンツ に よる もの か とい う点 につい て も、同様 で あろ う

(無論、独立行政法人等個人情報保護法にも目を向けるべきである し、また、 ここでマニュアル情報への

対応問題を措けば、当該条例が88年 法をモデルに制定 ・改正 されていれば、なお さらIT化 、電算 ・電子情

報対応のコンテンツへσ)視点が不可欠のものになるだろ う。 さらに、ここで も個人情報保護法 「基本法」

部分における前記概念区分を参酌す る意義は失われないだろう)。 なお 、条 例形 式 に拠 る意 義 へ の言

及 を措 けば 、措置 未対応 の2割 弱 の 自治体 につ いて は 、最初 か ら国の 立法形 式 をモデ ルに す る

こと も可能 で あろ う（４７）。

個人 情報保 護法 の附則 第1条 に よっ て、法 の 「基本 法」 部 分は 、す で に公 布 の 日(2003年5月

30日)か ら施 行 され て い る。 また 、Ⅲ ～1で み た よ うな各 論 上 の問題 か らも、 自治体 には よ り

早急 な措置 が求 め られ る。 い ずれ に して も、既存 条例 につ いて も内容 上の全 般 的な見 直 しが求

め られ るこ とに な る(48)。

3「 オ ンライ ン結 合」 をめ ぐ る問題

この よ うに、各論 上 の住 基 ネ ッ ト構築 とその運 用 問題 に、議 論 は顕 在化す るだ ろ う。 もっ と

も、1で み た よ うな国 と自治 体 とのネ ッ トワー ク接続 の一般 化傾 向 を考 えあわせ てみ て も、そ

もそ も"ネ ッ トワー ク形成 自体"に か かわ る法 シ ステ ム上の 問題 は残 る。 それ はす なわ ち、 自

治体 にお ける既 存 のデー タ保護 法制上(個 人情報保護条例等)の 問題 と しての 、いわ ゆ る 「オ ンラ

イ ン結合 」条項 にみ られ る措 置の再 考 であ る。

この点 、国側 か らは、 比較 的早 い段 階 で 、 「個 人 情報 を保 護 す る観 点 か ら、 他 の機 関(国 又は

他の地方公共団体等)と オ ンラ イ ン で結 合 して個 人情 報 を処 理 す る こ とを禁 止 し、 又 は制 限す

る」 当該 条項 につ いて は 、 「個 人 のプ ライ バ シー保 護 に資す る とい うメ リッ トは あ る もの の 、

デー タの共有 化 に よる情 報資源 の有効活 用 に反 す るば か りでな く、地 方公 共団 体相 互のネ ッ ト

ワー ク化 を阻 害す る要因 となっ てい る とも見 られ てい る」 との認識 が 示 され ていた(49)。

また最近 では 、個人情 報保護 関連5法 の成 立 後 、各都 道府 県知 事(個 人情報保護対策担当官 ・市

区町村担当課扱い)お よび各 指 定都 市市 長(個 人情報保護対策担 当課扱い)宛 の総 務省 政 策統括 官(通

知)「地 方公 共 団体 にお け る個 人情 報保 護 対 策 につ い て」(総行情第91号 ・平成15年6月16日)(50)が 、

「(通信 回線 を通 じた外 部へ の個人 情 報 の提 供 は)ネ ッ トワー クを活用 した情 報処 理 がIT社 会 の

実現 に向 けて不 可欠で あ る こ とに鑑 み 、一 律 に禁止 す るの で はな く、提 供 の 目的 、利用 形態 や

権 利利 益 の侵 害 のおそれ 、受 領者 側 にお け る保 護措 置 の状 況等 を個別 に検討 した上 で提 供 の可

否 を決定す べ きで ある。 この こ とか ら個人 情 報保護 条例 にお いて 一律 にオ ン ライ ン結 合 を禁止

してい る場 合 には 、早 急 な規定 の見 直 しが必 要 であ る」 と してい る。



1で み た よ うな行 政情報 化 の総論 にお い て、 また住基 ネ ッ トの よ うな 各論 領域 におい て も、

国 と自治 体、 自治 体 と 自治 体 とが さま ざま なネ ッ トワー クを手段 と して結 ばれ る こ とに 「電 子

政府 ・電子 自治 体」 の存在 意義 が あ る ことは言 うを俟 たない。 そ して、そ うした"行 政 内部 の

情報 化"に よって"対 市民 関係 での行 政 情報化"は 支 え られ る こ とにな り、その 結果、市民 に

「利 便 性生」 を享受 させ る こ とに な る。 行政 主 体 の存在 意義 か らも、程度 の差 こそ あれ 、 ここで

市 民 の 「個 人情報 」 の流通 は不 可避 であ る。

要す るに、 自治 体 にお ける 「オ ンライ ン結合 」の全 面的 な禁止 が 、 もはや 適宜 でない こ とは

認 め ざるを得 な いだ ろ う。 無論 、 こ こで の判 断 は 当然 に 自治 体 の事 情 に応 じた もの にな るが 、

「電 子 政府 ・電 子 自治 体」 上 のネ ッ トワー ク形 成 の要請 に応 えつ つ 当該 自治 体 の住民 の個人情

報 保護 を最優 先 に考 え るのな らば 、や は り、 「オ ンライ ン結合 」 には 「原 則禁 止 」の 姿勢 で臨

む ことが適 宜 で あ ると考 え る。 そ して 、 こ こで の制度設 計 と しては、条例 に よっ て設 置 され る

個人 情報保 護 審議 会等 を関与 させ(51)、 「結 合 」 を認 め る場 合 に はその審 議 に よる こ と、 さらに

は 「ネ ッ トワー クの切断 」等 も含 め、 条例 上柔軟 に 「オ ンライ ン結 合」 に対応す る余地 を残 し、

当該 対応 を条例 の レヴェル で条 例 に明記 す る こ とが至 当で あ る と思 う。

当然 、 こ こでの オ ンライ ンの 「接続 」 な い しは 「結合 」 の可否 について の判断 は、厳格 にな

され るべ きで あ る。 またそ のた め の 「オ ンライ ン結 合」 自体 にかか わ る 「基 準」 等 を、詳細 に

規 定 してお くこ とが必 要だ ろ う。 こ こで は、Ⅱ-2で 述べ た よ うに、少 な くとも現時点 におい

ては 「規程 」等の 法形 式 、す な わ ち情 報セ キュ リテ ィ法制 上 の対応 で足 りる と思 われ る。 この

点 でweb上 で参 照 可能 な もの に限 っ てみ て も、 「千葉 県 オ ン ライ ン結 合の 基 準」(1993年制定 ・

2000年 改正)(52)や 千 葉 県 「茂原 市 個 人情 報 オ ンライ ン結合 基準 」(1999年3月)(53)が 非 常に精緻化

され たモ デル を示 してい るよ うに思われ 、示唆 に富む。

ところで 、そ もそ も当該 自治体 にお け る十分 な住民 の個 人情報保護 措 置が講 じられ るま では

(当然、早急 に講 じる責務はあるが)、 いか な るネ ッ トワー クに も参加 しない とい う態 度 を採 る こ

と も当然 に あ り得 るだ ろ う。 また 、首長 がネ ッ トワー ク全般 の安 全対策 上の理 由か ら、ネ ッ ト

ワー クに参 加す る こ と 自体 の リス クを考 慮す る こ とに も理 由は あ るだ ろ う(54)。 それ が住 民 な

い しは議会 の意 向 をふ まえ る もの であれ ば 、や は り本 来的 な 「地 方 自治 」の観 点 に立 ち戻 る限

りで 当然 に尊重 され るべ き もので あ るよ うに思 われ る(55)。

4名 古屋 市 にお け る取 り組 み(56)

国 にお け る個 人情報 保護 立法 の制 定 と行 政 のIT化 ・ネ ッ トワー ク形 成 に向 けた動 きをふ まえ、

名 古屋 市 で は昨年(2002年)12.月 以降 、個 人情 報 保護 制度 の あ りか たにつ いて の本格 的 な議 論 を

進 め てい る(57)。

ここで の取 り組 み は 、ひ とまず 、住 基 ネ ッ ト第 二 次稼 動 日(2003年8月25日)に 対応 す る もの

と して 、デ ー タ保 護 法制 上の 対応 と して の改 正 「名 古屋 市個 人 情報保 護 条例 」(以下、条例もし



くは改正条例〔58))の施行(8月22日)、 情報セキュ リティ法制上の対応 としての 「名古屋市電子情

報の保護及び管理に関する規程」(以下、規程(59))の公布 ・施行(8月25日)と して結実 した。

条例の改正点は、つぎの5点 である(60)。

① 「要注意情報の電子計算機処理の禁止」(第10条)お よび、

「電子計算機処理の制限」(第10条0)2)

従来 どお り、実施機 関による個人情報(61)の電算処理は原則禁止。法令または条例に定め

がある場合か、実施機関が名古屋市個人情報保護審議会の意見を聴いて、事務の 目的達成に

必要不可欠であ り、かつ、本人の権利利益を不 当に侵害するおそれがない と認 めた場合 に、

電算処理が可能。

IT対応による個人情報についての安全対策のために、実施機 関が物理的 ・人的 ・技術的保

護対策を講 じる義務 について条例上明記す ることが必要。そのため、第10条 の2を 設ける。

実施機関が、新たに個人情報 の電子計算機処理を しようとするときは、記録項 目その他個人

情報の保護に関す る事項 について、あらか じめ、名古屋市個人情報保護審議会の意見を聴か

なければな らない(個人情報の電子計算機処理に係る記録項目その他個人情報の保護に関する事項に

ついて重要な変更をしようとする場合においては準用する)。

② 「電子計算機結合の禁止」(第11条)

従来 どお り、結合は原則禁止。ただ し、実施機関が名古屋市個人情報保護審議会の意見を

聴 いて、公益上特に必要があ り、かつ、不正ア クセス行為禁止法第3条 第2項 に規定す る不正

アクセス行為防止す るための保護対策、緊急時における結合の停止等の保護対策、その他の

個人情報の保護対策が講 じられ ていると認めた ときには、結合が可能。

③ 「苦情の処理」(第26条 の2)

従来、条例第3条 によって実施機関の責務 とされる 「個人情報の保護について必要な措置

を講ず ること」には苦情 申し出の対応 も想定されているが、これ を別途、条例上に明記 させ

ることが望ま しい。そのため、第26条 の2を 設 ける。実施機 関は、当該実施機関が行 う個人

情報の取扱 いに関 して苦情の申出があった ときは、適切かつ迅速 に処理す る努力義務を負 う。

④ 「国及び地方公共団体 との協力」(第26条 の3)

住基ネ ットなど市域 を超 えた広範囲の市民の個人情報の流通等の事態に円滑に対応するた

め、標記協力については条例に明記す ることが望ま しい。 よって、市長は、個人情報の保護

を図るために必要があると認めるときは、国もしくは他 の地方公共団体に対 し協力を要請 し、

または国もしくは他の地方公共団体か らの協力の要請に応 じるものとす る。

⑤ 「罰則」(第31条～第34条)

実施機関の職員(ただし、給与または報酬が支給されない特別職すなわち地方公務員法第3条 第3

項規定の特別職職員は、含まない)も しくは職員であった者または条例第12条 第3項 規定の受託



事業従事者 もしくは当該事業に従事 していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属

す る事項が記録 された個人情報データファイル(その全部または一部を複製し、または加工したも

のを含む)を提供 したときは、2年 以下の懲役または100万 円以下の罰金(第31条) 。

実施機 関の職員(給与または報酬が支給されない特別職は、含まない)も しくは職員であった者

または条例第12条 第3項 規定の受託事業従事者 もしくは当該事業に従事 していた者が、その

業務に関 して知 り得た個人情報(公文書または磁気テープ等に記録されているものに限る)を、 自

己もしくは第三者の不正な利益を図る 目的で提供 し、または盗用 した ときは、1年 以下の懲

役または50万 円以下の罰金(第32条)。

実施機 関の職員(給与または報酬が支給されない特別職は含まない)が、その職権を濫用 して、

専 らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密 に属する事項が記録 された文書、図画

または磁気テープ等を収集 した ときは、1年 以下の懲役または50万 円以下の罰金(第33条) 。

実施機関の職員(給与または報酬が支給されない特別職および設置の根拠となる規定が法令に置か

れている特別職の職員は、含まない)も しくは職員であった者が、正 当な理 由がないのに、職務

上知 り得た個人の秘密を漏 らしたときは、1年 以下の懲役または3万 円以下の罰金。ただ し、

他の法令に別段の定めがある場合は、 この罰則 を適用 しない。 また、ここでの罪は、告訴が

なけれ ば公訴を提起することができない(第34条)。

なお、名古屋市では、条例上、民間事業者に関する定めが置かれ る。

条例第4条 は 「事業者の責務」 として、事業者(国および地方公共団体を除く法人その他の団体な

らびに事業を営む個人)が個人情報の保護の重要性 を認識 し、個人情報の取扱いにあたって個人

の権利利益の侵害を防止するために必要な措置 を講ずるよう努 めるとともに、個人情報の保護

に関する市の施策に協力 しなければな らない、と規定す る。

また、条例第5条 は 「市民の責務」 として、市民は個人情報の保護の重要性 を認識 し、この

条例により保障 された権利を正 当に行使す るとともに、個人情報の取扱 いにあたっては個人の

権利利益を侵害す ることのないよう努 めなければならない、 と規定す る。

改正条例により新設 された苦情処理規定(前記③)は、実施機関が行 う個人情報の取扱いに関

するものである。また、条例第27条 は 「市長の助言等」を定めるが、ここでは、市長が必要に

応 じて、実施機 関に対 し、報告を求めまたは助言することがで きるとされる。

したがつて、市が民間部門に対 して執 り得 る措置は、現行条例の解釈 ・運用上、実施機関に

よる積極 的 な意識啓 発 σ実施機関等の責務」を定める条例第3条 の第1項 に拠る措置)と い うこ と

になる(62)。

この点で、個人情報保護法の第12条(「区域内の事業者等への支援」)および第13条(「苦情処理のあ

っせん等」)の要請 を、 どの程度条例に反映 させ るか とい う課題 が残 る。名古屋市が今後、民間

部門対応 の別条例 を制定 させ る(前掲註釈(47)の 「C.一③」のノミターンを採る)のかは定かではない



が、現 行条 例 の枠 内での 民 間部 門対応措 置 の整備 拡 充 を図 る(同 じく「C.-① 」のパ ターンを採る)

のな らば、や は り条例 に 当該措 置 を規 定す る こ とが適 宜だ ろ う。 と くに法 第13条 との関係 では 、

直接 処理 を も念頭 に置 いた 、思 い切 った制度 設計 を模 索す る時宜 か も しれ な い。

もっ とも、 目下 の とこ ろは個 人情 報保護 法 第51条(「 地方公共団体が処理す る事務」)所定 の 「政

令」 の制 定待 ちの状 況 に あ る し（63)、そ もそ も今 回 の 条例 改 正 は、 条例全 体 の 見直 しにか か わ

る審議 の終 了 を待 たず に制度 改 正 を行 う必 要性 があ る もの につ いて のみ 、早急 に措置 され た結

果で あ るか ら(64)、さ しあ た っての課題 とす るこ とには、 まだ時 間的 に問題 は ない だ ろ う。

以上 をふ ま えれ ば 、行 政機 関個 人情報 保護 法等 との精確 な対 照作業 をひ とまず 措 いて も、対

応 時期 お よび内容 の双 方の点 で 、名古屋 市 のデー タ保 護法 制上 の対応 は積 極的 に評価 され るべ

き ものであ る と考 え られ る。

こ う した評価 は 、条例 上 の措置 のみ な らず 、情報 セ キ ュ リテ ィ法制 上 の対応(新 たな規程の公

布 ・施行)か らも明 瞭な もの にな る。 以 下に 、そ の概 要 を紹 介す る。

今 回 の 「規 程」 制定 の 目的 は 、条例 改正お よび住基 ネ ッ トに対応 した全 庁 的な-「 規 程」

はすべ て の局 お よび室 、 区役所 な らび に公 営企 業 に適用 され る-電 子 情報(電 子的方式、磁気

的方式その他 、人の知覚によっては認識できない方式で作 られた情報であって、電子計算機 による情報処

理の用に供 されるもの)の 保 護 対 策基 準 の策 定 、情報 保 護 、安 全 な業務 処 理 の徹 底 を図 る こ とに

あ る。

枠 組 み と して は、 当該 「規 程」 自体 が基本 方針 と安 全対 策基 準 を定 め、別途 、安 全対 策基 準

に基 づ いて情 報ネ ッ トワー クお よび情報 システ ム ご とに定 め られ る具体 的 な実施 手1順と しての

「運 用管 理要領 」 を制定 させ る こ とで対 応が 図 られ る(65)。

「規程 」 は、全7章 と附則 か ら成 る。

第1章 「総則 」(第1条 ～第3条)で は 、趣 旨、 定義 、組 織 お よび体 制が 規 定 され る。 こ こで情

報保 護 統括 責任者(助 役)、 正 副の 情報保 護統 括 管理者(正 が総務局企画部長、副が総務局企画部情報

化推進課長)、 局 区等情報 保護 責 任者(局 区等の長)、 局 区等 情報保 護 管 理者(局 区等内および局区等

間の総合調整 を行 う課の長)、 ネ ッ トワー クご とのネ ッ トワー ク管 理者(所 管する課 の長)、 情報 シ

ステ ム ご との情 報 管理 者(所 管す る課の長)を 置 くこ とが明記 され 、会 議 ・審 査 会 ・委 員 会等 を

通 じた対応 も図 られ る。

第2章 「電 子情 報の 取扱 い」(第4条 ～第7条)で は 、電子 情報 の 分類 、取 り扱 い の基本 原則 、

他 の事 務 にかか る電子情 報利 用 、市以 外 の者へ の電 子情 報 の提 供 を定 め る。

第3章 「人 的情 報保護 対 策」(第8条 ～第12条)で は 、責任 者 ・管理 者 ・所 属長 各 々 の役 割 と責

任 、職 員 の 責務(規 定 ・法令の遵守義務、漏えい禁止義務、業務 目的以外での電子情報の閲覧 ・利用 ・

電子メール利用の禁止義務、業務 目的以外での外部ネ ッ トワーク利用による情報閲覧の禁止義務、第三者

による電子情報の不正利用 ・改ざん ・漏えい ・滅失 ・毀損への注意義務、許可を得ない電子計算機への ソ



フ トウェアのインス トール禁止義務、市のネ ットワークへの個人所有の電子計算機の接続禁止義務、保護

対策に関する知識等についての情報収集努力義務)、 委託 処理 につ いて の義 務 を定 め る。

第4章 「物 理 的情 報保護 対 策」(第13条 ～第19条)で は 、主要 電子 計算機 等 の設置 部屋(情 報管理

室)の 管理 、記 録媒 体 の管 理 、 主要 な 電子 計算機 の設 置 ・管 理 、一般 の電 子 計算機 の設 置 ・管

理、通 信機 器 の管理 、電子 計 算機 等 の外 部施 設設 置 、通信 回線 の管理 につい て定 め る。

第5章 「技 術的 情報 保護 対 策」(第20条 ～第31条)で は 、情報 システム の開発 ・導 入 ・変 更、電

子計算機 の結 合 に該 当す る情報 システ ムの 開発 等 、情報 システ ムの保守 ・運用 、 ネッ トワー ク

の構築 ・変 更、情 報 ネ ッ トワー クの保 守 ・運 用 、複 数 のネ ッ トワー クの接 続 、外部接続 、識別

符 号 の管理 、ア クセ ス ログの取得 ・保 管 、電 子 メール 、 コ ンピュー タ ウイル ス対策 、不正ア ク

セ ス対 策 につい て定 め る。

第6章 「緊急 事態 へ の対応 」(第32条 ～第35条)で は 、ネ ッ トワー クの切 断、 管理者 等へ の連 絡 、

再発 防止 につ い て定 め る。

第7章 「雑 則 」(第36条～第40条)で は、本 規程 に よる電子 情報保 護 対策 の実施 状 況の毎年 度の

報告 義務 等 につ いて、 また 、違反 、他 の機 関 にお け る取 り扱 い、委任 につ い て規 定 され る。 職

員 の違反 に対 して は、報 告や 是正 命令 措 置 に加 えて、職員 の 当該行為 が刑 法そ の他 の法 令違反

で あ る と統括情 報管 理責任 者 が思 料 した場 合 には 、告発 がな され る。 受託 業者 の違反 について

も、 当該行 為 が刑 法 その他 の法令 違反 で あ る と思料 され る場合 に は、 当該委 託契 約 の解 除 とあ

わせ て告発 が な され る。 この場合 の告 発権者 は局 区等情報 保護 管理者 、ネ ッ トワー ク管理者 、

情報 シ ステム管 理者 、所 属長 で あ る。

Ⅳ結 語

「電子 自治 体」 の構 築の あ りかた 、そ こでの個 人情報 保護 施策 は 、当該 自治体独 自の取 り組 み

に委ね られ てい る。 そ して ここで は、 まず は何 よ りも、個人 情報保 護法 が 自治体保 有 の個 人情報

の取 り扱 い に関す る具 体的 な義務 規 定 を置 かない こ との意 味 を想 起すべ きであ ろ う。個人 情報保

護 法が その第5条 、第11条 所 定 の レヴェル の要請 に とどめたの は、何 よ りも"地 方 自治 の尊重"

の観 点 に立つ か らで あ る(66)。

Ⅲ-3で み た 「オ ン ライ ン結 合」 をめ ぐる問題 に明 瞭で あ るが、 自治 体 は、今 日の 「電 子政府

・電子 自治体 」 の潮流 に迎 合す るだけ で あって はな らない。 自治体 が 「地 方 自治 」 を 自認 す るの

で あれ ば 、今 日のIT化 にお け る 「電子 自治体 」の構 築 は、必 然的 に 「電 子政府 ・電 子 自治 体」 の

構 築 を意味す る もので はない はず であ る。 この ことは、 自治体 が あえて 「電 子 自治体 」を志 向 し

た(な おも、そ うせざるを得ないのか?)と して も同様 で あ ろ う。

「e-Japan戦 略Ⅱ 」 が謳 う 「ユ ビキタ スネ ッ トワー クの形 成」(前掲註釈(10))も 、実際 に、それ ほ

ど遠 い将来 の話 で はな いのだ ろ う。 こ うした 、い っそ うIT化 され た社 会の なか で、市 民の 「プラ



イ ヴァシー 」や 「個 人情 報 」 の保護(67）が どの よ うに図 られ る こ とに な るのか 、 また 、そ こでの

法制度 設計 が どの よ うな もの にな り、法に よ る手 当が実 際 に どの程 度 まで 可能 にな る ものな のか 、

確 た る予測 はつ かない。

しか し、住 基 ネ ッ トをめ ぐる問題 と してⅢ-1で 取 り上 げた 「市民 の"あ る種 の"不 快感 ・嫌

悪感 ・抵 抗感 」 がIT化 され た社 会一般 におい て も消失す る こ とが ない σ)ならば、 当該 自治 体 が 、

そ の"住 民 の"個 人情報 保護 を最優 先 に考 えた措 置 を講 じるほか に 、 ここで何 ら 「地方 自治 」 に

資す る ところは ないだ ろ う。 さ らな るネ ッ トワー クの 発展 に よって、 主体 と機 関の双 方にお い て

行政 の垣 根 が低 くな るこ と も、一概 に は否定 で きない。 それ な らば 、 ここでの住 民の個 人情報 保

護措置 は、 自治体 の存在 な い しは 存続意 義 にかか わ る問題 に もな るは ず であ る。

1で 述 べた よ うに、行政 の活 動 が市 民 との"対 話"の も とに成 り立 つ、成 り立 ち続 ける こ とを

前提 にす れ ば、 自治 体 にで き る"は じめの一 歩"は 、や は り、徹底 したデー タ保護 法制 の確 立 の

た めの早 急 な対 応(条 例の見直 し)と 、 法整備 も含 め たセ キ ュ リテ ィ上 の対応 強 化 、行政 内部 にお

けるそ の周知徹 底(68)、住 民へ の アナ ウンスない しは ア ピール(69)以外 に はない だ ろ う。

そ して 、Ⅱ-1で も述 べ た よ うに、 「利 便性 」 につ いて の多様 な選 択 を志向 す る 「一 市民 」 と

してみれ ば、 こ うした今 日にお ける性急 な行 政のIT化 が 、 とか く 「行政 の効 率化 」のみ に終始 し

ない ことを切望 す るほ か はない。 「効率 化 」の追 求 が もた らす結 果 な のか は定 か では ないが 、 あ

い もか わ らず 、 自治体 自らが保 有す る住 民の個 人情 報の 重要性 に対す る認識 不足 の現 実にふ れ る

と(70)、ネ ッ トワー ク レ ヴェル での 個 人情報 の流通 可能 性 へ の危 惧 は増 す ば か りで あ る。 こ こで

のひ とつ の ミスが 、取 り返 しのつ かな い"致 命 傷"に な るこ とを考 えれ ば、恐怖 す ら覚 え る。

しか し、それ で もネ ッ トワー クで結合 した 「電子 政府 ・電 子 自治体 」 が推 進 され るのな らば 、

せ め て、最 も身 近 な レ ヴェル での安 心 を望 み 、手 当 を得 た い と思 うの は 、 「住 民」 と して 当然 の

ことだ ろ う。

繰 り返 すが 、 こ うした安 心 を保 証 す る こ とにお いて こそ 、(電 子)自 治体 の存在 意義 が問 われ て

い る。
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(24)「 電 子署 名及 び認証 業務 に関す る法律 」。 所管 は総 務省 ・経 済産 業省 ・法務 省。 法 令掲載 ・所 管解 説

と して 、た とえば総務 省http://www.soumu.go.jp/joho _tsusin/top/ninshou-1aw/1aw-index.html

(25)正 確 には 、 「電 子署名 に係 る地 方公 共団体 の認証 業務 に関す る法律 」。 同 じく2002年12月 に 可決 ・成 立

し本年2月 以降逐 次施 行 され る、いわ ゆ る行政 手続 オ ンライ ン化2法 「行 政手 続等 にお ける情報 通

信の技 術 の利用 に 関す る法 律」 「行政 手続 等 にお ける情報 通信 の技 術 の利用 に 関す る法律 の施行 に伴 う

関係法律 の整備 等に関す る法律 」 とともに、IT基 本法 第35条 第2項 第5号 の所 産で あ る。

3法 の 一括解 説 と して 、参照 、宇 賀 克 也 『行政 手続 オ ン ライ ン化3法 一 電 子 化時 代 の行政 手続 一 』

(第 一 法 規 ・2003年)。web上 で の 所 管 解 説 ・法 令 掲 載 と して 、http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri

/sanhou.html、 ま た 、木 村敬 お よび藤 井雅 文 に よる解説 ・ジュ リス トNo,1242(2003年4月)、 総務 省行 政

管理局 ・総務 省 自治管 理局編 集 『解説 ・行政 手続 オ ンライ ン化 法』(第 一法規 ・2003年)を 参照。1993年

に 制定 され1994年 に施 行 され た 「行政手続 法 」上 の 申請 ・届 出等 との関連 、手続 のオ ン ライ ン化 の 法的

課題 につ いて は、宇賀=長 谷部 編 『法 シ ステムⅢ-情 報法 』放 送大 学大 学院 教材(放 送 大学教 育振 興会

・2002年)100-113頁[宇 賀 克 也 執 筆]お よび 、 宇 賀 克 也 「電 子 化 時 代 の 行 政 と 法 」 ジ ュ リ ス ト

No,1215(2002年1月)10-13頁 に 詳 しい。 また対 自治 体関 連で は 、宇 賀 『行 政手続 オ ンライ ン化3法 』

74頁 以 下 、地方 自治IT研 究会 編 『自治体 手続 電子化 の手 引一 申請 ・届出等 手続 オ ンライ ン化 ア クシ ョン

・プラ ンのすべ て一』(ぎ ょ うせ い ・2002年) 、 地 方 自治制度研 究 会編 『Q&A地 方 行 政手続 オン ライ ン

化ハ ン ドブ ック』(ぎ ょ うせ い ・2003年)を 参照。

(26)同 法 お よび 「ハ イテ ク犯 罪 」 に つ い て の 対 応 につ い て 、 所 管 で あ る 警 視 庁http://www.npa.gojp

/hightech/index.htm1を 参 照。

(27)「 電 子政府 」上 のセ キ ュ リテ ィ施 策一般 につ いて 、内閣官房 情報 セキ ュ リテ ィ対策推 進室http://www.

bits.go.jp/index.htm1お よ び 総 務 省 「情 報 セ キ ュ リテ ィホー ムペ ー ジ」http://www.soumu.go.joho_tsusin

/security/security.html

(28)「 地 方公共 団体 にお け る情 報セ キ ュ リテ ィポ リシー に 関す るガイ ドライ ン」(2001年3月 策 定、2003

年3月 一部 改定)総 務省http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/pdf/030512_1_5.pdf

(29)「e-Japan戦 略 」の 「Ⅱ.重 点政 策分野-3.電 子 政府の 実現」部 分。前掲(5)前 者URLか ら参照.



(30)2つ の 側面 か らの的確 な内容整 理 、各論 にお ける問題 の所在 につ いては、 多賀 谷一照 『行政情報 化の

理 論』(行 政管理研 究セ ンター ・2000年)4-9頁 。

(31)詳 細 につ い て参照 、 堀部 前掲(1)書49頁 以 下 、多賀 谷編 前掲(3)書259頁 以 下[自 治体 情報研 究会執

筆]、 多賀谷前掲(30)書89頁 以 下、高野 俊信 『逐 条解説電 子帳簿保 存法』(税 務経理 協会 ・1998年)等 。

(32)85年 の 法改正 の経緯 と内容 につ き、堀部 前掲(1)書49ー53頁 お よび 、岡村 久道=新 保 史生 『電子 ネ ッ

トワー ク と個 人情 報保護一 オ ンライ ンプ ライバ シー法 入門-』(経 済産 業調査 会 ・2002年)269-272頁 を

参照。

(33)99年 の 改正 ない しは改正 法、 当該 システ ムの構築 ・運 用等 につい ての所管解 説 と して、 自治省行政局

振 興課 「改正住 民基 本台帳 法」 法律 のひ ろば1999年11月 号 お よび 、久保信 保 「『改正 住民基本台帳法』

の概 要」ジュ リス トNo,1168(1999年12月)、 総務 省http://www .soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/

(34)住 基 ネ ッ トへ の批判 的検討 と して、 た とえば、 石村 耕治 「国民 総背番 号制 ・国民皆登録 証携帯制への

道 を開 い た住 民 基本 台帳 法改 正一 コー ドとカー ドで全 国 民が 監視 され る一 」法 学セ ミナーNo ,538(1999

年10月)、 黒 田充 『「電 子 自治体」 が暮 ら しと自治 を こ う変 え る-住 基 ネ ッ トとicカ ー ド、電子 申請の何

が問題 か一 』(自 治 体研 究社 ・2002年)。 諸外 国にお け る制度 紹介 もふ まえ、 「国 民背番 号制 」について

は、平松 毅 『個 人情報保護-制 度 と役割一 』(ぎ ょ うせ い ・1999年)第4章 を参 照。

(35)こ の 点 で、 内野正 幸 「プ ライバ シー 権論 と住 民 基本台 帳番 号制 」 ジュ リス トNo ,1092(1996年6月)お

よ び 、 紙 谷 雅 子 「個 人 情 報 の 政 府 に よ る 管 理-住 民 基 本 台帳 番 号 制 度 を機 縁 と して 」 法 学 教 室

No,212(1998年5月)を 参照。 ま た、ひ ろ くこ こで の憲法 学上の議 論 を想 起すれ ば、 さしあ た りその的確

な整 理 と して、長 谷 部恭 男 『憲 法学 の フ ロンテ ィア』(岩 波 書店 ・1999年)107頁 以 下、竹 中勲 「プライ

ヴァシーの権 利」 高橋=大 石編 ジュ リス ト増刊 『憲法 の争点[第3版]』(有 斐 閣 ・1999年)を 参照。

(36)住 基 ネ ッ トにお け る当該情 報が オ ンライ ン上 での本 人確認 の根幹 にな る もので あ り、 さまざま な場面

での公 的 な個 人認 証サ ー ヴィスの基礎 に もな り得 る以 上、今 後、現 在の システ ムの多面 的な活用や利用

拡大 が図 られ る こ とは十分 にあ り得 る(も っ と も、その 場 合 当然 に 、国会 にお け る法 改正 に基づ く承認

に拠 る)こ とは、総務 大 臣 自身 も認 める ところで あ る(2003年8 .月24日NHK総 合 テ レビ放 送 「日曜討論

～ 片 山総務 大 臣に問 う"住 基ネ ッ トで何 が変わ る?" -」 に お ける大臣発言 か ら)
。

(37)私 事 なが ら、試 しに9月 に入 ってか ら住基 カー ドの交 付 を受 けてみ た。 名 古屋 市 では、総務 省 自治行

政 局市 町村課 長通 知 お よび他 の政 令市 の動 向等 も勘案 して、住基 カー ドの交付手 数料 を500円 に 設定 し

てい る。 そ して 、住 基カ ー ドの 当初需 要 枚数 を、他 の政 令指 定都 市 の調 達予 定数 も参 考 に して人 口の

2%程 度 とみ た結 果 、40,000枚 を調 達 して いる。住 基カー ドの安 全性確保 に関 して は、写真 添付 の有無

等 も含 め本人 管理 の徹 底 に資す る ところが大 きいが(個 人 的 には まず 持 ち歩 く ことはな いが 、それ で も

写真 を添付 す る こ とには躊 躇 した。 写真 添付 が あれ ば、 すで に 「印鑑 登録 」や 「市立 図書館 共通 貸出

券」 交付 の際 の本 人確認 のた めの公 的証 明 にな る)、 市 としては、個 人情報 の漏 えいや カー ド偽 造等の

安全面 の課題 への 対応 を最優 先 と し、 さ らにそ の今後 の利用 可能性 につ いて も、 市民ニ ー ズにあった多

目的利用 の提供 に努 める と してい る。

(38)総 務 大 臣 に よれ ば、 「100パ ー セ ン トとい うこ とは神様 で もな けれ ばない か も しれ ない」 が、セ キュ リ

テ ィ措置 の観 点か らみれ ば、 当該 システ ムはイ ン ター ネ ッ トに直接 につ なが らな い独 自のネ ッ トワー ク

で、い くつ ものfirewallを 設 けつ つ不正 アクセ ス行為 を24時 間 体制 で監視す るもので あ るか ら(不 正ア ク

セ ス行 為禁 止法 に よ る処 罰 に よって、 セ キュ リテ ィ確 保 の実効性 は法律 上担保 され る)
、 現 時点 にお け

る技 術上 の観点 か らは、 ひ とまず 安心 とされ る。 また 、現 実問題 と してみ て も、そ もそ も当該 情報の う

ちの 「4情 報 〔氏名 、住所 、性 別、 生年月 日]は 、公 開情報 で あ り、誰 もが知 り得 る秘 密性 の低い情報。

た だそれ に住民 票 コー ドがつい てい るが、 コー ドは変更す るこ とは可 能で ある。 仮 に コー ドを盗んで も

使 いみ ちはな い。 昨年[2002年]8月 か ら[第 一次]稼 動 して何の 問題 もお こってい ない ことは
、 コー ドを

盗 んで も仕方 が ない し、使 い み ちがな い、 もと もと公 開 され てい る もの だか らであ る」 と され る(前 掲

(36)に 同 じく、総務 大臣発言 か ら)。

上記 の概 要 もふ ま え、住 基ネ ッ トにお け る個 人 情報 保護 対策 の詳 細 につ い ては 、前掲(33)URLか ら



「住 民 基本 台帳 ネ ッ トワー ク シ ス テ ム 個 人情 報 保 護 の 取 り組 み(第4回 住 基 ネ ッ ト調 査委 員 会 資

料)(PDF)」 に詳細。

(39)前 掲(36)に 同 じく、総務 大臣発 言か ら。

(40)こ の事 情につ いては、宇賀 後掲(41)書12-13頁 、 藤原後 掲(41)書7頁 を参照。

(41)当 該2法 も含 め、個 人情 報保 護 関連5法 の詳細 につ い ては 、藤原 静雄 『逐 条個 人情報 保護 法』(弘 文

堂 ・2003年)[な お 、 こ こで本書 の書 評 であ る、井 上禎 男 、季刊 ・行 政 管理研 究 第104号(2003年12月)所

収 も参照 いた だけれ ば幸 いで あ る]。 ま た、個 人情 報保護 法 に つ き、宇賀 克也 『解説 個人 情報 の保 護 に

関 す る法 律 』(第 一 法 規 ・2003年)。 所 管 解 説 ・法 令 掲 載 と して 、http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy

/houseika/hourituan/index.htm1(首 相 官 邸)お よ び 、http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kenkyu.html(総 務

省)。 行 政機 関個人 情報保 護 法 につ いて は、総 務省 「行政 機 関等 の個 人情 報保 護 につい て」総務 省[同

省広報誌]2003年8月 号12-15頁 も参照。

(42)2002年12月 の 第155国 会 で審 議未 了廃 案 にな った 旧法案 に 同 じく、 同法 は 「二層構造 」 を採 る。 その

た め、同法 を除 いた公 的部 門にお け る行 政機 関個人情 報保護 法等4法 律や 自治体 条例 に も、基 本法制 と

しての 要請か ら、個人情 報保護 法 の 「基本法 」部分(第1章 ～第3章)が 被 るこ とに な る。 同法は 、法律

名称 と して 「基 本法」 とい う用語 を用 いて いない が、実質 的 には個 人情報保 護分 野 にお け る 「基本 法」

と しての役割 を果たす 点 で、 きわ めてユ ニー クな構 造 を採 る もの であ る。 ここでの 「基本 法」 「基 本法

制」の意 義 ・性格 づ けにつ いて は、 旧法案 の制 定段 階か ら詳細 に議論 され た。 参照 、北沢=藤 原=小 早

川=棟 居=藤 井 「(座談会)個 人情報保護 基本 法制 をめ ぐって」 ジュ リス トNo,1190(2000年12月)。

(43)藤 原 前掲(41)書155-156頁 。

(44)藤 原 前掲(41)書157頁 。

(45)総 務 省 「報道 資料 」(平成14年9月3日)「 個 人情 報 の保 護 に 関す る条例 の制 定状 況(平 成14年4月1日

現 在)」 総 務省http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020903 _1.htmlな お 、藤原 前 掲(41)書59-61頁 の 「現

状分 析」 にも詳 細で ある。

(46)野 村 武 司 「自治体個 人情報保護 条例 の動向 と 『基本 法制』」 ジ ュ リス トNo,1190(2000年12月)92頁 。

(47)法 形 式 の観点 か らす るい わゆ る 「オ ムニバ ス」 も しくは 「セ グメ ン ト」を め ぐる問題 にな るのだ ろ う

が、現実 的では ない選択 肢 も含 めて、 あえて ここでパ ター ン化 を試 みれ ば、以 下の よ うな形 式上 の対応

を想 定す るこ とが可能 だ ろ う。 す なわち、

A.当 該 自治体 が まった く個 人情 報保護 条例 を制 定 して い ないの な らば、① 国に同 じく、 民間部 門 を も

含 んだ新 基本条例 を制 定 し、別途 、新 行政部 門条例 を制 定 させ る。 も しくは、②基本 条例 では ない独

立の新民 間部 門条例 と新行政 部門条例 を個別 に制定 させ 、並立2本 立て でい く。

B.行 政 部門 の条例 のみ を有 し民 間部 門を規 制 してい ない場 合に は、① 国 に同 じ く、民間部 門 を も含 む

新 基本 条例 を制 定 させ 、別個 ・既 存 の行 政部 門条例 を残 して2本 立て にす る。 も しくは、② 基本 条例

では ない別立 ての民 間条例 を制 定 させ て、新 民 間部 門条 例+既 存 の行政 部 門条例 とい う、並立2本 立

てにす る。 も しくは 、③一括 条例 にす る。既 存 の行 政部 門 条例 をそ のまま に、名称 変更等 も行 い なが

ら民間部 門規制 を入れ 込 んで、 内容 等 を整備 す る。

C.現 行 条例 が行政部 門 と民間部 門 とを同一 条例 で規律 してい るの な らば 、① そ のま ま残 して さらに見

直す。 も しくは、② 国の モデル に倣 って 、あ えて民間部 門 を も含 ん だ新基本 条例 を制定 させ、別 途 、

前身 を活か した行政 部門 条例 を立 ち上げ る。 も しくは 、③ あ えて並立2本 立て に分離 し、各部 門 を別

条例で規 律す る。

D.民 間部門 ・行政部 門並 立で各 現行 条例 を有 してい るの な らば、① その まま残 して さ らに見 直す。 も

しくは、②国 のモデル に倣 っ て、 あえて民 間部 門を も含 ん だ新 基本条 例 を制 定 させ 、別 途、前 身 を活

か した行 政部門条例 を立 ち上 げる。

(48)法 律 の制 定 に と もな う条 例 改正 上 の留意 点 に つい て は、 個人 情 報保護 研 究 会編(宇 賀 克 也編 集 代表)

『個 人情報保 護 の実務 』(第 一法規 ・加 除式/2003年8月 発行 分)603頁 以 下[藤 原 静雄 執筆]に 詳細 。 なお 、

民間部 門へ の規律 自体 に つい て個 人情報 保護 法 は、 「沈 黙 」 しつつ も容認 す る。 この点 、す なわ ち法律



と条 例 との関係 につい ては 、本 注掲載 書891頁[藤 原 執筆]お よび藤原 前掲(41)書62頁 を 参照 。 ここで、

法律上 の規制 レヴェル の維 持 と、個別 具体化 され た義務 の加 重 の容認 をあげ るこ とは至 当だ ろ う。

(49)引 用 、郵政 省電気 通信 局監修/電 子 情報 とネ ッ トワー ク利用 に 関す る調 査研 究会編 『高度情報通信 社

会 日本 の岐路-安 全 なネ ッ トワー ク ・危険 なネ ツ トワー ク-』(第 一法 規 ・1996年)118頁 。 今 日とは状

況が かな り異 な ってい る もの と考 え られ るが 、同書 同頁 では 、1995年4月1日 時点 で、 「個 人情報 に関

す る条例 を制 定 してい る地 方公共 団体 の うち 、845団 体(74.8%)の 条 例が 、いわ ゆ るオン ライン結 合の

禁止 ・制 限条項 を含 んで い る」 と説 明 され てい る。

なお 、野村 前掲(46)論 文92頁 お よび 、 自治大 臣官 房情 報政策 室 「個人情 報 に関す る条例 の制定状況 に

ついて 」http://www.soumu.go.jp/news/990906.htm1に 拠 れ ば 、1998年 度 か ら99年 度 にか けて オンライ ン禁

止 を定 め る 自治 体は40減 の525団 体 、1999年 度 か ら2000年 度 にか けて は107減 の418団 体 に推移 してい る。

最 新の状 況(平 成14年 分)に つ いて は、藤 原 前掲(41)書59頁 が 以 下の よ うに分析 す る。 す なわ ち、 「他 の

機 関 とのオ ン ライ ン接続 を禁止 してい る 自治体 が、減 少 した とはい え、 なお 、161団 体(7.8%)あ る(平

成13年 度 は334団 体(16.8%))」 と。

(50)総 務 省http//www.soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/pdf/030710 _1_9.pdfま た 、個 人 情 報 保護 研 究 会 編前 掲

(48)書 の 「関連 資料 編」、 個 人情報 保 護 法令研 究 会編 『速 報 個 人情報 保護 関係 法 令集 』(ぎ ょ うせ い ・

2003年)(補 遺 として)等 に も収録。

(51)オ ン ライ ン接 続禁 止の要 件 を整備 し、 その実施 に あた って 審議会 を関 与 させ る傾 向 自体は 、む しろ一

般 化 してい るとみ て よい のか も しれ ない。 この点 につ き、野 村前掲(46)論 文91頁 。

(52)http://www.pref.chiba.jp/syozoku/a _bunsyo/pp/kojin/online一k.htm1

(53)http://www.city.mobara.chibajp/soumu/reikl _int/honbun/n8000474001.html

(54)こ の 点 で、第2次 サー ヴィス開始後 も住基 ネ ッ トに完 全に接 続 を して いない、 東京都 国立市 と福 島県

矢祭 町の動 向が注 目され る(横 浜市は いわ ゆる 「選択制 」に よる一部参加)。

両 自治 体 と もに、 この問題 につい ての専用 ぺ一 ジ を設 け、不 参加(切 断)の 理 由や経緯等 につ いてのア

ナ ウンス を行 っ てい る(国 立 市 「住基 ネ ッ ト情報 」http://www.m-net.ne.jp/～kunicity/zyuuki.htmlお よ び、

矢祭町 「住民 基本台帳ネ ッ トワー ク情 報」http://www.town.yamatsuri.fukushima.jp/jyukijouhou .htm)。

と くに 国立市 では 、現在 、住 民票の無 料交 付措置 を行 つてお り、 当該 ホームぺ 一 ジをみ る限 りでも、

詳細 な対応 をみ る ことがで き る。 そ こでは、 市長の コメン トに始ま り、住 基ネ ッ ト切 断の経 緯や国立 市

の見解 とこれ までの取 り組み 、総 務省 とのや りと り(総 務 省へ の質 問書 とその回 答へ の問題 点 の指 摘等) 、

同市 が住 民 に実施 した ア ンケー ト(細 目も掲 載。 住基 ネ ッ トに不安 と回答 した者 は、69パ ー セ ン トにの

ぼ る)等 の情 報提供 がな され てお り、非常 に興味深 い。

(55)無 論 ここでの 自治 体の判 断 の是非 は 、最 終的 に地方 自治法 上 の 「国地 方係争 処理委員 会」 や、その後

訴訟提起 に至れ ば司法(高 等裁 判所)の 判断 に委ね られ る もの であ る。

なお 、 この点で のプ ロセ ス を念 のた め確認 してお く。現 行の 地方 自治法 によれ ば、基礎 的地方公共団

体で あ る市町 村が行 う住 民基本 台帳 上 の事務 は、 「別表 第一 第 一 号法定受 託事務(第 二条 関係)」 「別表

第二 第 二号 法定受 託事 務(第 二条 関係)」 のいずれ に も記載 され な いので 自治事 務 であ る(法 第2条 第

8号)。 た だ 自治 事務 で あっ て も、印鑑 登録 や 印鑑証 明 に関す る事 務 の よ うに条 例に基 づ く随意の事務

とは異 な り、住民基 本台 帳法 に基 づ く法 定 自治 事務(必 要 事務)で あ るか ら、市町村 は 当該事 務の遂行 に

関 して住 民基本 台帳法 に拘 束 され る ことに なる。

そ こで問題 に な るの が、 こ うした 自治 事務 の執行 にかか わ る 「国又 は都道府 県 の関与」 であ る。 この

場合、地 方 自治法 上で は、大 臣 ・知 事等 に よる地方公 共団 体に 対す る非拘束 的な助言 ・勧告(法 第245条

の4第1項)を 除 け ば、① 市 町村 に よる 当該 自治事務 処理 が法 令 の規 定に違反 してい るか著 しく適正 を

欠 き、かつ 明 らか に公益 を害 して い る と認 め られ る場合 に 、大 臣が都 道府 県の執 行機 関(こ のケー スで

は知事)に 必要措 置 を講 ず る よ う求 め る指示 を発す るこ と(法 第245条 の5第2項) 、② 前記① に基づ く知

事か らの 「是 正要 求」 と地 方公 共団 体 の当該 措置 を講 じる義 務(法 第245条 の5第3項 お よび第5項)、



③知事 に よる当該市町 村 に対す る 「是正 勧告」(法第245条 σ)6)と い うプ ロセ スを経 るこ とにな る。 法 定

受託事務 では ないので 「是正 指示」(法第245条 σ)7)、 「代 執行等」(法第245条 の8)に は 至 らない。

東 京都 は、第1次 稼動 に不参加 な い しは離 脱 した 自治 体への対応(国 立市以外 の 自治体 も含む)と して、

す でに2003年5月30日 に 前 記③ の措置 を講 じてい る(住 民基本 台帳法 第30条0)5第1項 規 定の事務 の未執

行 に よる違法 を理 由 とす る もの)。 福 島 県 も6月4日 に 同 じ措 置 を講 じた、,それ で も国立 市 と矢 祭町 だ

けが8月25日 か らの第2次(本 格)稼 動に 参加 しなか ったわ けであ る。

都 ・県に できるのは ここま でであ り、 あ とは 、④ と して、当該市 町村 に対す る大臣 自 らの 「是正要 求」

(地 方 自治 法第245条 の5第4項)と いった 国の 対応 に移行 す る こ とに な る。 総務 省 もしくは総務 大 臣は

今後 の 「法的 対応 」 も視 野に 入れ てい る よ うで あ る(札 幌 市や 東京 都杉 並 区等 の 自治体 も将来的 な 「選

択制 」を視 野に入れ てい る よ うであ る。 しか し、総 務省 ・総務 大臣 は、横 浜市 につい ては歯)くまで 「特

例」 として段 階的移行 の限 りで の容認 した に とどまる ものであ る。 そ の他 の 当該 自治体 に対 して も 「選

択制 」 自体 が制度 上あ り得ない ことを強調す る。以 上 、前掲(36)に 同 じく総 務 大臣発 言お よび2003年8

月24日 の アサ ヒ ・コム記事http://www.asahi.com/politics/update/0824/001.htmlか ら)。

(56)名 古 屋 市 の現行の制度 設 計につ いて のみ、適 宜取 り上 げる。現 行制度 設計 に至 る背景 ・経緯 ・議 論 等

につ いては、井上 前掲(8)を 参 照 され たい。

(57)審 議 状 況 ・審 議 内容 につ い て は、 名 古屋 市 ホー ムぺ ー ジ中http://www.city.nagoyajp/guid/04sisei/hogo

/minaosi/で 参 照す る ことが で きる。

(58)名 古 屋 市 の法 令は 「名 古屋 市例規 類集」http://www.reiki.city.nagoya.jp/か ら検 索 ・参 照す る ことが で き

る。 な お、 個 人情 報保 護 条例 につ い ては 、 市の 個 人情 報保 護 制度 につ い て のhttp://www.city.nagoya.jp

/guid/04sisei/hogo/hogoseido.htmか らで も参照 可能 であ り、改正 条例 の内容 につい て も紹介 され てい る。

(59)「 名 古屋 市例規 類集 」前 掲(58)URLか らは 、ま だ参照 で きな い(2003年9月 現在)。 なお 、同規程 は 、

「名 古屋市電 子計 算機 に係 るデ ー タ保護 管理 規程」(平成 元年。 名古屋 市達 第3号)の 全 部 を改正す る もの

であ る。

(60)改 正 条例 の内容 につ いては 、前掲(58)の 市 の個人 情報保護 制度 のURLで も紹 介 され てい る(http://www.

city.nagoya.jp/guid/04sisei/hogo/jyorei_kaisei.htm)。

(61)条 例 第2条 第1号 で定義 され る 「個 人情 報 」 とは、 「個 人 に関す る情 報 であ って 、特定 の個人 が識 別

され得 る ものをい う。 ただ し、法 人そ の他 の団体 に関す る情報 に含 まれ る当該法 人そ の他の団体 の役 員

に関す る情 報及び事 業を営む個 人 の当該事業 に関す る情 報 を除 く」。

名古屋 市 市民局広報 情報 部市政 情報課 『個 人情報保 護 ハ ン ドブ ック(平 成9年3月)』17-18頁 に よれ

ば、 ここで 「個 人 に関す る情報 」 とは 、 「氏名 、住所 、 生年月 日は も とよ り、個 人 の思想 、信 条 、身体

的特性 、健康状 態 、職 業 、資格 、成績 、財産 、収入 、家族 状況 等 に関す る情報 をい う」。 また 、「特 定の

個人 が識別 され 得 る もの」 とは、 「特 定 の個人 が明 らか にな る情 報 をい い、氏 名等 に よ り特 定の個 人 が

直接識別 で き る場合 だけ でな く、他の情 報 と組 合 わせ るこ とに よ り、特 定の個 人が識 別で き る場合 を含

む」。 た だ し書 き部分 につい ては 、法人格 を有す るもののみ な らず 、法 人格 を有せ ず ともた とえばPTAや

自治会 や消 費者団 体な どの よ うに、団 体 と しての 実体 を備 えれ ば 「法人」 となる。 そ うした法人等 の機

関情報(役 員の 氏名、役職 等)や 「事業 を営 む個人 の 当該 事業 に関す る情報 」 につ いては 、 ここでの 「個

人情 報」 には あた らず、 また 、個 人事 業主 の情報 の うち明 らかに 当該事 業 に関 す る情報(個 人事 業主 の

私的個人 情報 と区別で きる もの)に つ いて も同様 で ある。

(62)名 古 屋 市市民 局広報情報部 市政情 報課前 掲(61)書21-24頁 。

(63)個 人 情 報保護研 究会編前掲(48)書891-892頁[藤 原 静雄執 筆]を 参照。

(64)今 回 の条例 改正 は、実質 的 には、昨 年12月 に市長 の諮 問 を受 け た名古屋 市個 人情 報保護 審議会 が 、4

月 時点 で提 出 した 「中間 と りま とめ」 に基 づ く もので ある。 詳 しくは 、井上前掲(8)を 参 照 され た い。

(65)「 要 領」 につ いては 目下調整 段階 に ある。 なお 、前 掲(59)に 同 じく、本稿 執筆 時点 では まだ参照 で き

ない。



(66)個 人情報保護基本法制研究会編 『Q&A個 人情報保護法』(有 斐閣 ・2003年)32-33頁 。

(67)本 稿でこの2つ の概念を並記 してきたことは、決 して両者のかかわ りあいを自覚 していないからでは

ない。両概念 をめぐっては、佐藤幸治 「プライ ヴァシーの権利 と個人情報の保護」榎原=阿 部=佐 藤=

初宿編 『国法学の諸問題』宮田豊先生古稀記念(嵯 峨野書院 ・1996年)所 収を参照。

なお、プライヴァシー権を 「自己情報コン トロール権」 として とらえても、それが当然に対私人(私

人間相互)に も妥当するものなのか、学説は一様ではない(竹 中前掲(35)を 参照)。また、藤原前掲(41)

書22一23頁 も指摘するように、「自己情報 コン トロール権」が個人情報を取得 し、保有 し、利用す ると

い うプロセスの各々で等 しく機能す るか も不明である。2003年9月12日 の早稲田大学講演 会名簿提出事

件最高裁判決でも当該用語自体は用い られない し、無論 どのプ ロセスレヴェルで、どこに向けた 「コン

トロール」なのか も明 らかにされない。ここで 「同意」を重視す るのみでは、「自己情報 コン トロール

権」に引きつけて考えるには弱す ぎるだろ う。 また、判決は、原審是認部門 と区別 して、「単純 な情

報」と しての学籍番号、氏名、住所お よび電話番号を 「プライバシーに係る情報」 としてとらえている。

もっとも、個人情報保護法においては、何 らプライ ヴァシーの文言は用いられないし、情報がセンシテ

ィヴなものか否か とい う点を問題にすることもない。先に本文においてもふれたが、法はあらゆる個人

情報に等 しく規制を及ぼす ことを前提に、情報ないしはデータの概念区分を採るものである。

(68)規 程等の実効性担保のみならず、取 り扱われ る個人情報(狭 くは電子情報)自 体の重要性の認識のため

には、自治体の職員への継続 した周知徹底の機会(研 修等)を もつことが不可欠である。 この点での名古

屋市における取 り組みについては、井上前掲(8)で ふれている。

(69)こ うした観点か ら、名古屋市では現在、「情報に関するあん しん条例」の制定が検討されている。内

容等についてはまだ明 らかにされていないが、条例形式を採ることも含め、今後の動向に注 目したい。

(70)念 頭に置いているのは、まずは、岡山県倉敷市が2003年10月 から運用を始めるケアネッ トワークシス

テムのために、対象 とされ る高齢者か ら、家族 と近隣 との関係のよ しあし、精神障害の有無、経済状態、

生活習慣などを面接調査 し当該データを電算入力 してランクづけした事案である。同市は、調査に際 し

て電算入力による運用や自己情報の訂正請求権の行使についての告知を行わなかった。また、面接に際

して高齢者 に渡 されたチラシにも、情報の電算入力による一元活用についてはふれていなかった。当該

面接調査に際 しては途中で拒否す る者 もお り、その数は2002年 度だけで約1000人 にのぼるとされる。市

はここでの拒否理由お よび対象者本人による 「嫁 との関係が悪い」 「引っ越 してきて間もないので近隣

との交流がない」な どの情報を記す 「自由記述欄」 も含めた入力を行っているとい う。担当者のコメン

トは、「情報収集は強制 していない。 問題があるな ら、収集済みの人に電算運用す ることなどを周知 し

たい」 とい うものである(2003年8月25日 のアサ ヒ ・コム記事http://www.asahi.com/national/update/0825

/018.htmlか ら)。

また、2002年7月24日 に、名古屋テ レビ(メーテ レ)が報 じた ところによると、三重県四 日市市におい

て、同市のIDカ ー ドによる個人情報アクセ スシステムの 「運用がずさんだったため」、市の嘱託職員の

個人情報が漏洩 し(本人の主張ない しは同局の取材。過去のコンピュータ照会記録の調査によって 「公

務 とは思えない不審な接続があったことが確認でき」た、 とされ る)、 さらに、一般の市民の個人情報

について も、「日常的にのぞき見されていた職場があった」 とされる。接続 した者は不明なままである

が、市当局は、当該 システムの見直 しを約束 したとい う(名 古屋テ レビHP中 、http://nagoyatv.com/jchan

/week/donano/020724/index.htmlで 参照、引用)。

なお行政に限るものではないが、これまでの主だった 「事件」については、佐藤前掲(67)論 文の冒頭

で もふれ られている。

(後注)本 文お よび 【注 ・註釈】掲載のURLは 、2003年9月 の時点で確認 しているものである。



【追 記 】

1.本 稿校 正段階(2003年10月)に 至 って、 井上前 掲(8)「 名 古屋市 にお け る 『電 子市役 所』 の 実現 と個 人情

報保護 」 の註釈30(行 政&ADP,2003年10月 号13頁)に お いて留 保 して いた 、名古屋 市 会(市 議 会)の 議 事録

を参照す ることが できた。

詳 細の叙述 は避 けるが 、2003年6月25日 の 審 議 では、 と くに住 基 ネ ッ トお よび住 基 カー ドに かかわ る問

題 を中心 に、第95号 議 案 「名古屋 市個 人情報保護 条 例の一 部改正 につ いて」 に関 し、ほ ぼ本 稿 にお け る記

述 にそ く した措 置内容 をめ ぐる討議 が 行われ てい る(『 平成15年 名 古屋 市会 会議 録』平成15年 第11号(6月

25日)4-33頁 を 参照)。4議 員(ふ じた和 秀、渡 辺房一 、ばばの りこ、黒 田 二郎)の 個人質 疑な らびに 、説

明 員であ る所 管の市 民経済 局 ・越 智局長 お よび松原 ・名古屋 市長 の答 弁 をみ る限 りでは 、 当該時期 にお け

る条例 制定段階で の論 点は 出尽 く してい る との印象 を受けた。

2.註 釈(54)お よび(55)に 関 連 す るが 、本稿 にお い ては、住 基ネ ッ トに関す る長野 県の一連 の動 向につ いて

は取 りあ げなか った。 この 問題 につい ては 、前掲(33)に 示 した総務 省 の住民 基本台 帳 システム にかか わ る

http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/index.htmlに お い て、 「長 野 県 個 人 情 報 保 護 審 議 会 第1次 報 告 に

つ い て の 考 え方(平 成15年6月5日)」 と して 総 務 省 の 見解 も示 され て お り、 そ の 後 、長 野 県 のHP中

(http://www.pref.nagano.jp/soumu/shichoson/jyukisys/kaiken0815.htm)に も、 「長 野 県 の住 基 ネ ッ トに関す る今

後 の方針(住 基ネ ッ トのセ キ ュ リテ ィ対策)」 と して 、 「イ ンターネ ッ ト接 続 団体 にお け る侵 入実験 。数 市

町村 を選定 し、実際 に侵入 が可能 か ど うか を検 証す るた めの実験 を行 う」 こ とが明言 され ていた(本 稿 校

正段 階で参照で きる当該URLは 、2003年8月19日 に最 終更新 され てい るもので ある)。

その後 の長 野県 に よる当該 「実験」 につ いては 、周 知 の ごと く、報道 され る限 りにお いてで はあ るが、

「外 部か ら侵入可能 」で あ る ことが判明 した とい う(た とえば 、2003年10月2日 の毎 日イ ンタラ クテ ィブ記

事http://www.mainichi.co.jp/digital/network/archive/200310/02/7.htmlで は 、 「実験 は9月22日 か ら、不正 ア ク

セ ス禁止法 に触 れな い よ う同意書 を得 た うえで、長 野県阿 智村 な ど同 県内 の3町 村 で実施 した。庁 内LAN

と イ ンター ネ ッ トがつ なが って い る自治体 に対 しては、外 部か ら電 話 回線 を通 じて、庁 内LANに 入 り込 ん

だ。 イ ンターネ ッ トとつな が っていな い 自治体 で はパ ソコ ンを持 ち込 んで庁 内LANに 直接 、接 続す るな ど

して住 基 ネ ッ トのサ ーバー への侵 入 を試 み た とみ られ る。 実験 結果 を総合 す る と、 自治体 が管理 してい る

住 民の氏 名 、住所 な どの個 人 情報 を不正 に入 手 した り、 改変 す る こ とが可 能 にな る とい う」 と報 じられ

る)。

目下(2003年10.月 時 点 では)、 長 野県 に よる 当該 「実験 」の 「分析 」段 階に あ り、県 自身 に よる正式 の公

表 がな され ていない ため に、 こ こで の言及 には躊躇 せ ざるを得 ない。 しか しなが ら、万一 、 この 「実験 」

の結 果が客観 的 に証 明 され る こ とになれば 、前掲(38)で 紹 介 した技術 上 の 「安 心」 は何 ら担保 され な い こ

とにな る。 それ だ けで も問題 は決 定的 で ある。 当該 情報 が 「現実問題 」 と して 「秘密 性 の低い情報 」 であ

って も、確実 に住 基ネ ッ トシ ステ ム 自体 の存続 自体 が問 われ るこ とにな る。

3.本 稿校 正段 階 にお い て、藤 原静 雄 「個 人情報 保護 法 制」季 報 ・情 報公 開,Vol.10(2003年9月)所 収 が公

表 された。 図表等 も駆使 しつ つ的確 に法制度 を解説 す るものであ り、 当該法制 度 の理 解 にあた って、藤 原

前 掲(41)書 とあわせ て参 照す べ き文献 と思 われ る。 また、 ジ ュ リス トNo,1253(2003年10月)所 収 の 「特集

・個人情報保護 の法整備」 も公 表 され た
。 本稿 では引 用す る こ とがで きなか った が、 当該 法制度 を検 討す

る うえで の基本文 献に なる こ とは い うまで もな い。 さらに、三宅=小 町谷 『個 人情 報保護 法一逐 条分 析 と

展 望』(青 林書 院 ・2003年)も 公 刊 された。 適宜 「参考判 例 」 を盛 り込み な が ら、個 人情報 保護 法、行 政機

関個 人情報保護 法、独立行 政法 人等個人情 報保護 法の逐 条解 説 を行 う。

(後 注)【 追記 】にお け るURLは2003年10月 の 時点 で確認 してい る もの であ る。


